予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費
	事業名　新清流の国県産品販売・情報発信拠点推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3098）
　　　　　　　E-mail： c11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　48,600千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	48,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	48,600

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
長引く景気低迷や人口減少等に伴い国内市場が縮小するなか、県内ものづくり企業は国内外の販路拡大が大きな課題となっている。こうした課題の克服には、県内外の方に効果的に県産品のポテンシャルを伝え、販路拡大を図る必要がある。

（２）事業内容

清流の国ぎふで培われた豊かな伝統、文化、技術の象徴である県産品が、県民の誇りとしての輝きをさらに増し、広く県内外の皆さんに愛されるものとなるよう、県産品の情報発信とビジネス支援を行う中核的な販売・情報発信拠点を開設する。
【支援拠点の概要】
場　　所：ＪＲ岐阜駅アクティブＧ　２階２０４区画
面　　積：100坪
機　　能：①　県産品の販売機能
②　情報受発信機能
開設時期：平成26年9月頃
運営方法：運営事業者を公募により募集し、選定された事業者に拠点
運営を委託。県は地域産業支援コーディネーターを配置し、拠点の有効活用とともに、県の企業支援施策との連携を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

県　負　担：拠点整備費

運営事業者：販売に係る経費（事業費、運営諸費、人件費等）
（４）類似事業の有無
なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	
	

	役務費
	
	

	委託料
	
	

	工事請負費
	
	

	補助金
	48,600
	拠点の整備に係る県負担金

	その他
	
	

	合計
	48,600
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県版・成長雇用戦略　③新たな成長企業を生み出す仕組みづくり
（２）国・他県の状況

県内で物産販売等を有する施設を設置する道県：28（民間設置を含む）
（３）後年度の財政負担
平成26年度秋頃～平成30年度まで実施予定（終了前年度に事業の継続の可否を判断）
（４）事業主体及びその妥当性
販売を含めた一体的な拠点運営に民間ノウハウを有効に活用し、効果的かつ効率的な運営を行うため、民間事業者に委託する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民の誇りとなる県産品を取扱う拠点の認知度を高め、県産品の情報受発信拠点としての機能を高める


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	拠点の認知度
	0
（H25）
	0
（H  ）
	0
（H  ）
	0
（H25）
	75
（H30）
	- ％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

なし


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　なし


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「新たな成長企業を生み出す仕組みづくり」の一環として岐阜県版成長・雇用戦略に位置付けられているだけでなく、地域の逸品を発掘したいという県民やバイヤーのニーズがあり、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	販売拠点の設置により、営業力が弱い中小・零細企業の販路拡大を支援することができ、有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	拠点の運営を民間事業者等に委託することにより、民間ノウハウを活用した効率的な運営を目指す。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
①市町村や関係団体、事業者との連携による拠点を活用したイベントの実施（にぎわい創出効果）

②拠点で取り扱うアイテムの選定（収支に影響）


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県内企業、市町村、関係団体、アクティブＧ内ショップ等と連携しながら事業展開を行う。
取扱商品については、定番、旬、挑戦などをテーマに運営事業者が中心となり選定する。選定から漏れた商品については、運営事業者と連携し、魅力ある商品づくりのフォローアップを行う。
事業期間を5年間（26年度～30年度）と設定して拠点を運営。終了前年度から事業継続の可否を判断する。


